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１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期 74,837 16.5 △ 47,544 － △ 186,232 － △ 210.46
14年 9月中間期 64,239 6.0 18,670 － 11,406 － 12.89
15年 3月期 122,417 △ 57,853 △ 71,062 △ 80.32
(注)①期中平均株式数  普通株式（額面）     15年 9月中間期  884,880,355 株   14年 9月中間期  884,789,522 株   15年 3月期  884,728,051 株
     ②会計処理の方法の変更　　 無
     ③経常収益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

15年 9月中間期 普通株式 0.00 －
第一回甲種優先株式 0.00 －
第二回甲種優先株式 0.00 －
第一回乙種優先株式 0.00 －

14年 9月中間期 普通株式 0.00 －
第一回甲種優先株式 0.00 －
第二回甲種優先株式 0.00 －
第一回乙種優先株式 0.00 －

15年 3月期 普通株式 － 0.00
第一回甲種優先株式 － 0.00
第二回甲種優先株式 － 0.00
第一回乙種優先株式 － 0.00

(3)財政状態
株主資本比率 １株当たり 自己資本比率

株主資本 （国内基準）
百万円 百万円 ％ 円　　銭 ％

15年 9月中間期 4,964,544 △ 102,367 △ 2.1 △ 282.74 (速報値)△3.72
14年 9月中間期 5,261,546 130,475 2.5 △ 19.60 6.59
15年 3月期 5,267,775 74,508 1.4 △ 82.85 4.54
(注)①期末発行済株式数  普通株式（額面）     15年 9月中間期 884,880,355 株   14年 9月中間期 884,763,108 株   15年 3月期 884,880,355 株

     ②期末自己株式数    15年9月中間期   　　－ 株    14年9月中間期   117,247 株    15年3月期  　　 － 株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）

　　業績予想については、株式会社あしぎんフィナンシャルグループの「平成16年3月期中間決算短信（連結）」をご参照
願います。

 1株当たり中間(当期)純利益

総  資  産 株  主  資　本

経   常　収　益 経　常　利　益 中間(当期）純利益
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「１．１５年９月中間期の業績」指標算式

○１株当たり中間（当期）純利益
中間（当期）純利益－優先株式配当金総額
期中平均普通株式数（自己株式を除く）

○株主資本比率
中間（当期）期末資本の部合計

中間（当期）期末負債の部合計＋中間（当期）期末資本の部合計
×１００

○１株当たり株主資本
中間（当期）期末資本の部合計－中間（当期）期末発行済優先株式数×発行価額

中間（当期）期末発行済普通株式数（自己株式を除く）
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（金額単位：百万円）

科 目 金　　　　　　　額 科 目 金　　　　　　　額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

現 金 預 け 金 306,893 預 金 4,754,700
コ ー ル ロ ー ン 10,680 売 渡 手 形 111,200
買 入 金 銭 債 権 23,090 借 用 金 59,000
商 品 有 価 証 券 3,610 外 国 為 替 561
金 銭 の 信 託 1,482 社 債 30,000
有 価 証 券 769,872 そ の 他 負 債 30,519
貸 出 金 3,830,006 退 職 給 付 引 当 金 5,439
外 国 為 替 8,291 債権売却損失引当金 2,865
そ の 他 資 産 41,395 繰 延 税 金 負 債 3,675
動 産 不 動 産 29,995 支 払 承 諾 68,949
支 払 承 諾 見 返 68,949 負 債 の 部 合 計 5,066,911
貸 倒 引 当 金 △ 129,534 （ 資 本 の 部 ）

投 資 損 失 引 当 金 △ 188 資 本 金 147,429
利 益 剰 余 金 △ 255,212
中間未処理損失 255,212
中 間 純 損 失 186,232

その他有価証券評価差額金 5,415
資 本 の 部 合 計 △ 102,367

資 産 の 部 合 計 4,964,544 負債及び資本の部合計 4,964,544

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

第１９３期中（平成１５年９月３０日現在）中間貸借対照表
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（金額単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　　　　　　　　　額

74,837
資 金 運 用 収 益 50,979
( う ち 貸 出 金利 息 ) （ 43,044 ）
(うち有価証券利息配当金) （ 6,907 ）
役 務 取 引 等 収 益 8,128
そ の 他 業 務 収 益 1,623
そ の 他 経 常 収 益 14,105

122,382
資 金 調 達 費 用 5,258
( う ち 預 金 利 息 ) （ 2,457 ）
役 務 取 引 等 費 用 1,991
そ の 他 業 務 費 用 107
営 業 経 費 27,747
そ の 他 経 常 費 用 87,278

47,544
221
99

47,422
43

138,766

186,232
68,979

255,212

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 純 損 失

前 期 繰 越 損 失

中 間 未 処 理 損 失

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 損 失
法人税、住民税及び事業

税
法 人 税 等 調 整 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

中間損益計算書
平成15年9月30日まで

平成15年4月 1日から
第１９３期中
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っ
ております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価は移動平均
法により算定）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定
額法）、子会社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その
他有価証券のうち時価のあるものについては、中間決算日の市場価格等（ただし
株式については中間期末１ヵ月の市場価額等の平均）に基づく時価法（売却原価
は移動平均法により算定）、時価のないものについては、移動平均法による原価
法又は償却原価法（定額法）により行っております。なお、その他有価証券の評
価差額については、全部資本直入法により処理しております。
(2) 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記(1)と同
じ方法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
　(1)動産不動産
動産不動産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計
上しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　　　　建　物　　3 年～50 年
　　　　　動　産　　3 年～20 年
　(2)ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能期間（5 年）に基
づく定額法により償却しております。

５．繰延資産の処理方法
新株発行費はその他資産として計上し、商法の規定に基づく最長期間の 3 年間で
均等償却しております。
６．引当金の計上基準
　(1)貸倒引当金
貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上してお
ります。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破
綻先」という）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破
綻先」という）に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減
額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控
除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総
合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
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すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が
資産査定を実施し、当該部署から独立した資産査定室が査定結果を監査しており、
その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額
から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取
立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は 263,863 百万円で
あります。
(2)退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生して
いると認められる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の
差異の費用処理方法は以下のとおりであります。
過去勤務債務　　　　発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数（退

職金制度 13 年、厚生年金基金制度 11 年）による定額
法により損益処理

数理計算上の差異　　各発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定年数
（退職金制度 13 年、厚生年金基金制度 11 年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年
度から損益処理

なお、会計基準変更時差異（20,496 百万円）については、15 年による按分額
を費用処理することとし、当中間会計期間においては同按分額に 12 分の 6 を乗
じた額を計上しております。

　(3)債権売却損失引当金
株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保価値を勘案し、
将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上しており
ます。

７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債については、中間決算日の為替相場による円換算額を付してお
ります。
（会計方針の変更）
外貨建取引等の会計処理につきましては、前事業年度は「銀行業における外貨建
取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第 25 号。以下「業種別監査委員会報告第 25 号」という。）によ
る経過措置を適用しておりましたが、当中間会計期間からは、同報告の本則規定に
基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通
貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しておりま
す。なお、当該ヘッジ会計の概要につきましては、「９．ヘッジ会計の方法」に記
載しております。
この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替スワップ
取引等を時価評価し、正味の債権及び債務を中間貸借対照表に計上したため、従来
の方法によった場合と比較して、「その他資産」は 309 百万円増加、「その他負債」
は 309 百万円増加しております。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。
また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ「そ
の他資産」中のその他の資産又は「その他負債」中のその他の負債で純額表示して
おりましたが、当中間会計期間からは、業種別監査委員会報告第 25 号に基づき総
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額で表示するとともに、「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含
めて計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、「そ
の他資産」は 34 百万円増加、「その他負債」は 34 百万円増加しております。
８．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ
ース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
９．ヘッジ会計の方法
(1) 金利リスクヘッジ
（追加情報）
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計につきましては、前
事業年度は「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号。以下「業種別監査
委員会報告第 24 号」という。）に規定する経過措置に基づき、貸出金・預金等の
多数の金融資産・負債から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で
管理する、「マクロヘッジ」を実施しておりました。当中間会計期間からは、同
報告の本則規定に基づき処理することとなりますが、当中間会計期間につきまし
ては、ヘッジの再指定を行わなかったため、該当するヘッジ取引はありません。
また、当中間会計期間末の中間貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益のう
ち、従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッジ」で指
定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間･想定元本金額に応じ平成 15 年度から 5
年間にわたって、資金調達費用または資金運用収益として期間配分しております。
なお、当中間会計期間末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損失は
6,469 百万円、繰延ヘッジ利益は 167 百万円であります。
(2) 為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、
繰延ヘッジによっております。前事業年度は業種別監査委員会報告第 25 号によ
る経過措置を適用しておりましたが、当中間会計期間からは、同報告の本則規定
に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行
う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用して
おります。
これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨ス
ワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨建
金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確
認することによりヘッジの有効性を評価するものであります。

10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、動産不
動産に係る控除対象外消費税等は当中間期の費用に計上しております。

注記事項
　
（中間貸借対照表関係）
１．子会社の株式総額　　　　　　　29,221 百万円
なお、本項の子会社は、銀行法第 2 条第 8 項に規定する子会社であります。



株式会社　足利銀行

- 32 -

２．賃貸借契約により貸し付けている有価証券は、「有価証券」中の国債に 10 百万円
含まれております。
３．貸出金のうち、破綻先債権額は 40,158 百万円、延滞債権額は 291,574 百万円で
あります。
    なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していること
その他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収
利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計
上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第
1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の
経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出
金であります。
４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は 11,343 百万円であります。
なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から
３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものでありま
す。
５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 199,513 百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的とし
て、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に
該当しないものであります。
６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合
計額は 542,590 百万円であります。
なお、上記 3.から 6.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

７．ローン・パーティシペーションで、平成 7 年 6 月 1 日付日本公認会計士協会会計
制度委員会報告第 3 号に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参
加元本金額のうち、中間貸借対照表計上額は、1,500 百万円であります。
８．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上
の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 24 号）に基づき金融取引
として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為
替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権
利を有しておりますが、その額面金額は、74,521 百万円であります。
９．担保に供している資産は次のとおりであります。
　　　担保に供している資産
　　　　有価証券　 292,154 百万円
　　　  貸出金      24,170 百万円
      担保資産に対応する債務
　　　　預金　　　　 6,338 百万円
上記のほか、為替決済、デリバティブ等の取引の担保あるいは証券取引所売買証
拠金、先物取引証拠金等の代用として、商品有価証券200百万円及び有価証券104,601
百万円を差し入れております。
なお、動産不動産のうち保証金権利金は 2,703 百万円であります。

10．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実
行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定
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の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る
融資未実行残高は、1,354,962 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内
のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが 1,352,110 百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資
未実行残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるも
のではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びそ
の他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極
度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時にお
いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予
め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、
与信保全上の措置等を講じております。
11．ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失としてその他資産
に含めて計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 6,734 百
万円、繰延ヘッジ利益の総額は 239 百万円であります。
12．動産不動産の減価償却累計額       46,911 百万円
13．動産不動産の圧縮記帳額            2,581 百万円
　　　　　 （当中間期圧縮記帳額          －百万円）
14．借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後
特約付借入金 58,000 百万円が含まれております。
15．社債は、全額永久劣後特約付社債であります。

（中間損益計算書関係）
１．減価償却実施額は下記のとおりであります。
　　　　　建物・動産　　　1,311 百万円
　　　　　その他　　　　　　273 百万円
２．その他経常費用には、貸倒引当金繰入額 53,243 百万円、貸出金償却 28,839 百万
円、株式等売却損 1,664 百万円、株式等償却 147 百万円、貸出金売却損 669 百万円
を含んでおります。



株式会社　足利銀行

-  -34

有価証券関係

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの
平成 15年度中間期
自　平成 15年 4月 1 日
至　平成 15年 9月 30 日

平成 14年度中間期
自　平成 14年 4月 1 日
至　平成 14年 9月 30 日

平成 14年度
自　平成 14年 4月 1 日
至　平成 15年 3月 31 日

該当ありません。 該当ありません。 該当ありません。

期末発行済株式数及び期中平均株式数
（単位：株）

種　　　類 期末発行済株式数 期中平均株式数
普通株式                884,880,355                884,880,355
第一回甲種優先株式                150,000,000                150,000,000
第二回甲種優先株式                 60,000,000                 60,000,000
第一回乙種優先株式                 85,640,000                 85,640,000
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（金額単位：百万円）

306,893 317,492 △ 10,598 390,889 △ 83,995

10,680 5,185 5,494 7,548 3,131

23,090 18,331 4,759 19,965 3,124

3,610 1,757 1,852 4,539 △ 928

1,482 1,759 △ 277 1,631 △ 149

769,872 800,097 △ 30,225 638,915 130,956

3,830,006 3,898,506 △ 68,499 4,014,888 △ 184,881

8,291 3,944 4,347 2,374 5,916

41,395 45,371 △ 3,976 39,710 1,684

29,995 28,412 1,583 30,369 △ 374

－ 166,537 △ 166,537 138,766 △ 138,766

68,949 69,033 △ 83 68,525 424

△ 129,534 △ 94,742 △ 34,792 △ 90,183 △ 39,351

△ 188 △ 141 △ 47 △ 166 △ 22

4,964,544 5,261,546 △ 297,001 5,267,775 △ 303,230

4,754,700 4,822,258 △ 67,557 4,941,742 △ 187,041

－ 6,000 △ 6,000 7,000 △ 7,000

111,200 95,700 15,500 41,300 69,900

59,000 65,000 △ 6,000 65,000 △ 6,000

561 322 239 555 6

30,000 30,000 － 30,000 －

30,519 33,533 △ 3,014 28,581 1,937

－ 850 △ 850 670 △ 670

5,439 3,068 2,370 3,738 1,700

2,865 5,303 △ 2,438 6,153 △ 3,288

3,675 － 3,675 － 3,675

68,949 69,033 △ 83 68,525 424

5,066,911 5,131,070 △ 64,158 5,193,266 △ 126,354

147,429 147,429 － 147,429 －

－ 2,082 △ 2,082 2,082 △ 2,082

－ 2,082 △ 2,082 2,082 △ 2,082

△ 255,212 11,406 △ 266,618 △ 71,062 △ 184,150

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

（△は中間（当期）純損失）

5,415 △ 30,426 35,841 △ 3,941 9,356

－ △ 15 15 － －

△ 102,367 130,475 △ 232,843 74,508 △ 176,875

4,964,544 5,261,546 △ 297,001 5,267,775 △ 303,230

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

△ 184,150

△ 115,170

比較中間貸借対照表

△ 266,618

△ 197,638

△ 71,062

△ 71,062

平成14年度

中間期末(B)

比　較

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

△ 255,212

△ 186,232

11,406

11,406

（△は中間（当期）未処理損失）

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 の 部 合 計

中間 ( 当期 ) 未 処分 利益

(A-C)

（ 資 産 の 部 ）

現 金 預 け 金

比  較

(A-B)

平成14年度末

（要　約）(C)

平成15年度

中間期末(A)

コ ー ル ロ ー ン

科　　目

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（ 負 債 の 部 ）

預 金

譲 渡 性 預 金

売 渡 手 形

借 用 金

外 国 為 替

社 債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
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（金額単位：百万円）

比　較 平成14年度

(A-B) （要　約）

74,837 64,239 10,598 122,417

資 金 運 用 収 益 50,979 49,610 1,368 97,243

( う ち 貸 出 金 利 息 ) ( 43,044 ) ( 43,243 ) ( △ 198 ) ( 86,125 )

( うち有価証券利息配当金) ( 6,907 ) ( 4,892 ) ( 2,015 ) ( 8,061 )

役 務 取 引 等 収 益 8,128 6,568 1,560 14,047

そ の 他 業 務 収 益 1,623 5,643 △ 4,019 8,223

そ の 他 経 常 収 益 14,105 2,416 11,688 2,902

122,382 45,568 76,813 180,271

資 金 調 達 費 用 5,258 6,729 △ 1,471 12,718

( う ち 預 金 利 息 ) ( 2,457 ) ( 2,808 ) ( △ 350 ) ( 5,510 )

役 務 取 引 等 費 用 1,991 1,745 245 3,667

そ の 他 業 務 費 用 107 48 59 370

営 業 経 費 27,747 29,114 △ 1,366 56,482

そ の 他 経 常 費 用 87,278 7,931 79,346 107,033

221 111 110 406

99 83 16 244

43 49 △ 5 92

138,766 7,242 131,523 13,277

△ 68,979 － △ 68,979 －

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

（ △ は 中 間 （ 当 期） 純損 失）

特 別 損 失

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

比較中間損益計算書

科　　目
平成15年度

中間期(A)

平成14年度

中間期(B)

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

（ △ は 経 常 損 失 ）

（△は中間（当期）未処理損失）

△ 47,544 18,670 △ 66,214

△ 186,232 11,406 △ 197,638

法 人 税 等 調 整 額

（△は税引前中間（当期）純損失）

中間 ( 当期 ) 未処分利益

△ 57,853

△ 47,422 18,697 △ 66,120 △ 57,692

△ 71,062

△ 255,212 11,406 △ 266,618 △ 71,062
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